
議案第87号～第91号資料

・ 補正予算概要 16 ページ

・ 補正予算比較表 22 ページ

・ 補正予算主な事業内容 23 ページ

・ 事業概要調書 26 ページ

・ 51 ページ

令　和　６　年　第　３　回　定　例　会　補　正　予　算

（第 6 号）

（第 2 号）

一 般 会 計 補 正 予 算

所沢駅西口土地区画整理特別会計補正予算 （第 2 号）

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 １ 号）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 2 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算

地方創生臨時交付金充当事業一覧
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◇　一　般　会　計 （第６号）

補正前予算額124,412,951千円に 203,031千円を追加し、

総額124,615,982千円とする。

◎　歳　入

○ 市税 △ 1,552,546 千円

・ 市民税（個人）現年課税分減 △ 1,552,546 千円

○ 地方特例交付金 1,552,546 千円

・ 地方特例交付金追加 1,552,546 千円

○ 国庫支出金 125,648 千円

・ 低所得者介護保険料軽減負担金（過年度分）　　 5,009 千円

・ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金追加 106,400 千円

・ 生活困窮者自立支援補助金追加　　　　　　　　　　　　　　 750 千円

・ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金追加　　　　　　　　　 11,500 千円

・ 教育支援体制整備事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　 1,989 千円

○ 県支出金 △ 8,802 千円

・ 低所得者介護保険料軽減負担金（過年度分）　 2,504 千円

・ 放課後子供教室推進事業等補助金減　　　　　　　　　　　 △ 943 千円

・ アピアランス支援事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　 550 千円

・ ＡＹＡ世代がん患者在宅療養支援事業補助金　　　　　　 1,317 千円

・ 茶・地域特産物振興総合対策事業費補助金　　　　　　　 504 千円

・ 学校応援団推進事業補助金減　　　　　　　　　　　　　　　 △ 2,633 千円

・ 放課後子供教室推進事業等補助金減　 △ 10,101 千円

○ 寄附金 200 千円

・ 児童福祉費寄附金 200 千円

○ 繰入金 △ 264,394 千円

・ 財政調整基金繰入金減 △ 621,199 千円

既計上額 6,603,321 千円

・ 介護保険特別会計繰入金 353,328 千円

・ 後期高齢者医療特別会計繰入金 3,477 千円

○ 諸収入 千円

・ 過年度分埼玉県後期高齢者医療療養給付費負担金 220,553 千円

精算受入金追加

・ 過年度分埼玉西部消防組合負担金返還金受入金 129,826 千円

千円

350,379

議案第87号～第91号資料

令 和 ６ 年 度 補 正 予 算 概 要

歳入合計 203,031
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◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 60,165 千円

◎ 男女共同参画推進センターふらっと運営事業 165 千円

・ 市税等過誤納還付金及び還付加算金追加 60,000 千円

○ 民生費 12,030 千円

◎ 過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 100 千円

（住民税非課税世帯等分）返還金

◎ 過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 50 千円

（価格高騰緊急支援給付金分）返還金

◎ 補助金等返還金 160 千円

◎ 10,019 千円

◎ こどもの居場所づくり応援事業 201 千円

◎ 生活保護システム改修事業（進学準備給付金の改正 1,500 千円

への対応等）

○ 衛生費 16,174 千円

◎ がん患者支援事業 3,735 千円

◎ 所沢市保健所整備事業 939 千円

◎ 事業者向け省エネ機器導入補助事業（重点対策 11,500 千円

加速化事業）

○ 農林水産業費 504 千円

◎ 茶・地域特産物振興総合対策事業 504 千円

○ 商工費 461 千円

◎ 中小企業等協同組合相互扶助補助事業 (所沢三ケ島 461 千円

工業団地協同組合共同バス運行事業追加分)

○ 土木費 3,657 千円

・ 会計年度任用職員報酬等追加

（建築指導・建築確認費） 757 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出追加 2,900 千円

○ 消防費 1,343 千円

・ 会計年度任用職員報酬等追加

（災害対策費） 1,343 千円

○ 教育費 108,697 千円

◎ 白地図作成委託事業（社会科副読本等作成委託事業 2,483 千円

の一環）

◎ 小中学校給食食材費補助事業 106,214 千円

203,031 千円

介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分）

歳出合計
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◎債務負担行為の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加　

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立こばと児童館・つばき児童館・すみれ児童館・

わかば児童館） （事業概要調書は33ページ）

期 　間 令和7年度から令和11年度まで

限度額 752,145千円

◎ 保健所設置基本計画策定支援業務委託料（事業概要調書は36ページ）

期 　間 令和7年度まで

限度額 19,800千円

◎ メガソーラー所沢保守委託料（事業概要調書は37ページ）

期 　間 令和7年度まで

限度額 5,297千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市寿町駐車場）（事業概要調書は40ページ）

期 　間 令和7年度から令和11年度まで

限度額 58,020千円

○ 変更

◎ 放課後児童健全育成事業委託料（事業概要調書は32ページ）

　　補正前 期 　間 令和7年度まで

限度額 197,652千円

　　補正後 期 　間 令和7年度まで

限度額 211,034千円
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◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

◎　歳　入

○ 国庫支出金 △ 28,500 千円

・ 無電柱化推進計画事業費補助金減 △ 28,500 千円

○ 繰入金 2,900 千円

・ 一般会計繰入金追加 2,900 千円

○ 市債 25,600 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債追加 25,600 千円

0 千円

◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 31,564,537千円に 428,370千円を追加し、

総額 31,992,907千円とする。

◎　歳　入

○ 繰越金 428,370 千円

・ 前年度繰越金追加 428,370 千円

428,370 千円

◎　歳　出

○ 基金積立金 428,370 千円

◎ 国民健康保険財政調整基金積立金 428,370 千円

428,370 千円

歳入合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計

歳入合計

- 19 -



◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 27,965,315千円に 1,647,417千円を追加し、

総額 29,612,732千円とする。

◎　歳　入

○ 支払基金交付金 23,743 千円

・ 介護給付費交付金　過年度分 23,743 千円

○ 繰入金 10,019 千円

・ 低所得者介護保険料軽減繰入金　過年度分 10,019 千円

○ 繰越金 1,613,655 千円

・ 前年度繰越金追加 1,613,655 千円

1,647,417 千円

◎　歳　出

○ 総務費 0 千円

◎ 介護保険訪問調査事業 1,211 千円

・ 介護保険訪問調査委託料減 △ 1,211 千円

○ 基金積立金 508,676 千円

◎ 保険給付費準備基金積立金 508,676 千円

○ 諸支出金 1,138,741 千円

◎ 補助金等返還金 785,413 千円

◎ 一般会計繰出金 353,328 千円

1,647,417 千円

歳入合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計
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◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 6,462,000千円に 14,653千円を追加し、

総額 6,476,653千円とする。

◎　歳　入

○ 繰越金 14,653 千円

・ 前年度繰越金追加 14,653 千円

14,653 千円

◎　歳　出

○ 後期高齢者医療広域連合納付金 11,176 千円

◎ 保険料納付金 11,176 千円

○ 諸支出金 3,477 千円

◎ 一般会計繰出金 3,477 千円

14,653 千円

歳入合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計

- 21 -



（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 124,412,951 124,615,982 203,031

所沢駅西口土地区画整理特別会計 990,735 990,735 0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31,564,537 31,992,907 428,370

介 護 保 険 特 別 会 計 27,965,315 29,612,732 1,647,417

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 6,462,000 6,476,653 14,653

 ○令和６年度　補正予算比較表

-
 
2
2
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

総務費 男女共同参画推進センターふらっと運営事業 165 企画総務課 26

民生費
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯等分）返還
金 100 福祉総務課 27
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援給付金分）
返還金 50 　　〃 28

補助金等返還金 160 介護保険課 29

介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分） 10,019 　　〃 30

こどもの居場所づくり応援事業 201 こども政策課 31

放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ） － 青少年課 32

指定管理者の指定事業（児童館運営事業の一環） － 　　〃 33

生活保護システム改修事業（進学準備給付金の改正への対応等） 1,500 生活福祉課 34

衛生費 がん患者支援事業 3,735 保健医療課 35

所沢市保健所整備事業 939 経営企画課 36

再生可能エネルギー普及推進事業 － マチごとエコタウン推進課 37

事業者向け省エネ機器導入補助事業（重点対策加速化事業） 11,500 　　〃 38

農林水産業費 茶・地域特産物振興総合対策事業 504 農業振興課 39

商工費 指定管理者の指定事業（市営駐車場管理事業の一環・寿町駐車場） － 商業観光課 40
中小企業等協同組合相互扶助補助事業 (所沢三ケ島工業団地協同組合共同バス運
行事業追加分) 461 産業振興課 41

令和６年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
2
3
 
-



教育費 白地図作成委託事業（社会科副読本等作成委託事業の一環） 2,483 教育センター 42

小中学校給食食材費補助事業 106,214 保健給食課 43

-
 
2
4
 
-



会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

国民健康保険特別会計 国民健康保険財政調整基金積立金 428,370 国民健康保険課 44

介護保険特別会計 介護保険訪問調査事業 1,211 介護保険課 45

保険給付費準備基金積立金 508,676 　　〃 46

補助金等返還金 785,413 　　〃 47

一般会計繰出金 353,328 　　〃 48

後期高齢者医療特別会計 保険料納付金 11,176 国民健康保険課 49

一般会計繰出金 3,477 　　〃 50

令和６年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

-
 
2
5
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 経営企画部　企画総務課

2 1 6 説明 男女共同参画センター費

事業名 男女共同参画推進センターふらっと運営事業

事業費総額 １６５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 人権の尊重

基
本
方
針

男女共同参画を進める意識
と環境づくりコード 714

根拠法令等 所沢市男女共同参画推進条例

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

男女共同参画推進センターふらっとでは、東急ドエル・コンセールタワー所
沢管理規約に基づき、毎月、管理組合負担金を支払っている。

令和6年5月19日に開催された当該管理組合の定期総会において、令和6年8月
からの管理費の引上げが決定し、予算額に不足が見込まれることから不足分に
ついて増額するものである。

【コンセールタワー所沢管理組合負担金】
　〔引上げ前〕　　　　　　〔引上げ後〕
　178,900円/月　　→　　　199,500円/月

　　年度末見込額　　　　2,312,000円
　　当初予算額　　　－）2,147,000円
　　補正額　　　　　　　　165,000円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 41
コンセールタワー所沢管理組合負担
金

165

計 165
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　民間施設内に男女共同参画関連施設が所在する他の自治体においても、同様
の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
2
6
 
-



款 項 目 18 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1 1 説明 住民税非課税世帯等臨時特別給付金費

事業名
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯
等分）返還金

事業費総額 １００ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域福祉

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

根拠法令等 令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、住民税非課税世帯等に対す
る臨時特別給付金の事業費が交付され、実績報告により交付額が確定したが、
令和4年度の支給対象者から、申告により住民税が課税となったことで支給要件
を満たさないため返還したいとの申出があり、令和5年度に受入れを行った。そ
のため、実績報告の訂正を行い、減額訂正になった額について返還するもので
ある。

【返還額積算内訳】
  実績報告額　　　　　　　767,835,684円
　実績報告額訂正後　　－）767,735,684円
  返還金　　　　 　 　　　　　100,000円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（非課税）返還金

100

計 100
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、返還金が生じた場合は同様の対応を行っている。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
7
 
-



款 項 目 19 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 50
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、返還金が生じた場合は同様の対応を行っている。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（高騰分）返還金

50

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、住民税非課税世帯等に対す
る価格高騰緊急支援給付金の事業費が交付され、実績報告により交付額が確定
したが、令和4年度の支給対象者から、申告により住民税が課税となったことで
支給要件を満たさないため返還したいとの申出があり、令和5年度に受入れを
行った。そのため、実績報告の訂正を行い、減額訂正になった額について返還
するものである。

【返還額積算内訳】
  実績報告額  　　　      1,699,814,128円
　実績報告額訂正後　 －)　1,699,764,128円
  返還金     　　 　  　   　　  50,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

根拠法令等 令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）

事業名
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（価格高騰緊急支援
給付金分）返還金

事業費総額 ５０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1 1 説明 住民税非課税世帯等価格高騰緊急支援給付金費

-
 
2
8
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内の他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じ
て返還を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 160
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 67
過年度分介護保険低所得者利用者負
担軽減県補助金返還金

160

介護保険低所得者利用者負担軽減県補助金について、令和5年度決算に基づき
精算を行い、所要額を超過した金額を返還するものである。

【返還額積算内訳】
　交付済額　　　　　　　　　　　　270,000円
　所要額　　　　　　　　　　 －） 110,000円
　返還金　　　　　　　　　　　　　160,000円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法、埼玉県介護保険事業費補助金交付要綱

事業名 補助金等返還金

事業費総額 １６０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　介護保険課

3 1 2 説明 介護保険利用者支援事業費

-
 
2
9
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて充当
を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 10,019
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27 36
介護保険特別会計へ繰出（低所得者
介護保険料軽減分）（過年度分）

10,019

介護保険財政の保険料負担分のうち低所得者の保険料軽減に要する費用につ
いて、令和5年度決算に基づき精算を行い、所要額に不足する額を介護保険特別
会計への繰出しにより充当するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【繰出金精算内訳】
　国負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,009,200円
　県負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,504,600円
　市負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,504,600円
　合　　計　　　　　 　　　　　　　　　　　 10,018,400円

　介護保険特別会計へ繰出（千円未満切上げ）　10,019,000円

17 県支出金
低所得者介護保険料軽減負
担金（過年度分）

2,504

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
低所得者介護保険料軽減負
担金（過年度分）

5,009

7,513

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法

事業名 介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分）

事業費総額 １０,０１９ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　介護保険課

3 1 2 説明 介護保険特別会計繰出金

-
 
3
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 児童福祉総務費

事業名 こどもの居場所づくり応援事業

事業費総額 ２０１ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

地域における子育て支援の
充実コード 213

根拠法令等 ―

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金 児童福祉費寄附金 200

200

本事業は、法人から寄附があり、こども食堂に関する事業に役立ててほしい
との寄附者の意向に沿い、市内のこども食堂等へ配布する物品（レトルト食
品）を購入するものである。

【購入品】
　・レトルト食品   1,500食

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 201

計 201
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　県内では、蕨市が同様の事業を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
3
1
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

7,802 
歳出 13,382 

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
計

予算額(千円)

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 233

根拠法令等
児童福祉法、所沢市立児童クラブ条例、所沢市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
　
　
出

歳入

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童健全育成費

事業名 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ）

事業費総額 －　　

放課後児童クラブの充実

放課後児童クラブの狭隘化や大規模化等を解消するため、早急に対応が必要
な小学校区に対しては、放課後児童健全育成事業の一環として、民設民営児童
クラブを設置している。

本事業は、美原小学校区の保留児童対策として、民設民営の児童クラブを開
設する予定であることから、その経費について令和7年度の債務負担行為の限度
額を変更するものである。
（国・県補助：補助率　国基準額の1/3、県基準額の1/3）

【委託概要】
　・対象施設：美原小学校区新規児童クラブ（1支援単位、定員40人）
　・委託期間：令和7年4月1日～令和8年3月31日

【債務負担行為】
　・事　項：放課後児童健全育成事業委託料
　・期　間：令和7年度まで
　・限度額：211,034千円（変更増額分　13,382千円）

県内においては、さいたま市、飯能市、狭山市等で民設民営による放課後児
童健全育成事業を導入している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1 説明

-
 
3
2
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

県内では、さいたま市、川口市、狭山市等において児童館へ指定管理者制度
を導入している。

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康の増進や情操を豊かにすることを
目的として設置された児童厚生施設である。

市内11か所の児童館は、全て指定管理者制度を導入しているが、そのうち、
こばと児童館・つばき児童館・すみれ児童館・わかば児童館については、令和6
年度末をもって現指定管理者の指定期間が満了することから、新たに令和7年度
から5年間を指定期間とする指定管理者による管理運営を行うため、債務負担行
為を設定するものである。

【指定管理業務の概要】
　・対象施設：所沢市立こばと児童館・つばき児童館・すみれ児童館・
　　　　　　　わかば児童館
　・内　　容：施設の維持管理及び児童館事業、放課後児童健全育成事業、
　　　　　　　地域子育て支援拠点事業の実施

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立こばと児童館・
　　　　　　つばき児童館・すみれ児童館・わかば児童館）
　・期　間：令和7年度から令和11年度まで
　・限度額：752,145千円

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 4 説明 児童館運営費

事業名 指定管理者の指定事業（児童館運営事業の一環）

事業費総額 －　　

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
　
　
出

歳入

節
青少年健全育
成

基
本
方
針

青少年健全育成の支援
総合計画の体系

章
子どもが大切
にされるまち

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 242

根拠法令等
児童福祉法、子ども・子育て支援法、所沢市立児童館設置及び管理条
例、所沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例

予算額(千円)

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

33,032 33,032

計

歳出 150,429 150,429 150,429

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

33,032 

-
 
3
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、同様の改修を実施する予定である。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,500
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 62 生活保護システム改修委託料 1,500

本事業は、生活保護受給者及び被保護世帯の子どもの就労・自立の促進のた
め、生活保護法の一部改正等による給付金の見直しが行われることから、生活
保護制度を効率的かつ適正に実施するため生活保護システムを改修するもので
ある。
（国補助：補助率1/2　上限額75万円）

【改修概要】
　・進学・就職準備給付金に関する改正への対応
　・就労自立給付金の算定方法の見直しへの対応

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 生活困窮者自立支援補助金 750

750

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 生活保護法

事業名 生活保護システム改修事業（進学準備給付金の改正への対応等）
なし

事業費総額 １,５００ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 3 1 説明 生活保護事務費

-
 
3
4
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　保健医療課

4 1 1 説明 保健医療対策費

事業名 がん患者支援事業
なし

事業費総額 ３,７３５ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節 地域医療

基
本
方
針

地域医療の充実
コード 332

根拠法令等
アピアランス支援事業補助金交付要綱（県）、アピアランス支援事業実施要綱（県）、
AYA世代がん患者在宅療養支援事業補助金交付要綱（県）、AYA世代がん患者在宅療養支援
事業実施要綱（県）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
アピアランス支援事業補助
金

550

本事業は、がん患者に対し、ケア用品の購入費用、在宅療養費用等の一部を
助成することにより、がん患者やその家族の生活の質の向上及び心理的・経済
的負担の軽減を図るものである。
（県補助：補助率1/2）

【実施概要】
　○がん治療に伴う外見上の変化に対するケア用品の購入費用の助成（アピア
　　ランスケア支援）
　　・ウィッグ等（頭皮保護用ネット、ウィッグ付き帽子等）：上限10,000円
    ・乳房補整具等（補整下着、人工乳房等）：上限10,000円

　○若年成人世代の終末期がん患者に対する在宅療養費用の助成（ターミナル
　　ケア支援）
　　・訪問介護、訪問入浴介護の利用等：1月当たり上限72,000円
　　・特定福祉用具の購入：上限90,000円
　　・主治医による意見書の作成：上限5,000円
　

17 県支出金
AYA世代がん患者在宅療養
支援事業補助金

1,317

計 1,867

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 81
がん患者アピアランスケア用品購入
費助成金

1,100

18 82
若年成人世代がん患者在宅ターミナ
ルケア支援事業助成金

2,635

計 3,735
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

・アピアランスケア支援：県内13市町で実施（令和5年度末現在）
・若年成人がん患者ターミナルケア支援：県内4市で実施（令和5年度末現在）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
5
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
　 なし

歳入
歳出 19,800

計 939
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 41 保健所建設用地地歴調査業務委託料 939

節 細節
計

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

行政経営の考え方に立った
改革の推進

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

事業名 所沢市保健所整備事業

事業費総額 ９３９ 千円

総合計画の体系

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

4 1 1 説明 保健所整備費

本事業は、令和12年4月の中核市移行に向け、地域保健法に基づき、地域の保
健衛生分野の中心拠点として新たに保健所を整備するものである。

令和6年度においては、建設用地の地歴調査を行うとともに、令和7年度まで
の期間で保健所の機能や整備方針・手法等をまとめた保健所設置基本計画を策
定するため、債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・建設用地：生涯学習推進センターグラウンド（並木六丁目4番地の1の一部）
　・敷地面積：約8,000㎡
　・内　　容：保健所、付帯設備等の整備　等
　
＜実施スケジュール＞
　・令和6年度：保健所建設用地地歴調査
　・令和6年度～7年度：設置基本計画の策定
　・令和7年度～8年度：設計・建設事業者の選定
　・令和8年度～9年度：基本設計・実施設計
　・令和10年度～11年度：建設工事

【債務負担行為】
　・事　項：保健所設置基本計画策定支援業務委託料
　・期　間：令和7年度まで
　・限度額：19,800千円

県内では、中核市への移行により、川越市、川口市、越谷市において保健所
を設置している。

・設置基本計画の策定に係る（仮称）所沢市保健所設置検討委員
　会への公募市民の参加
・設置基本計画策定におけるパブリックコメントの実施

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
コード 742

根拠法令等 地域保健法

-
 
3
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

－　　

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

計

歳出 5,297 

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

計

5,297 

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

コード 412

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタ
ウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

本事業は、脱炭素社会の構築に向け、市域の再生可能エネルギーの利用を推
進するとともに、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものであ
る。

令和6年2月末に包括リース契約が終了し、市が無償譲渡を受けて維持管理を
行っているメガソーラー所沢について、適正な発電事業を行うため、保守業務
を委託するものである。

本委託業務については、電気主任技術者の確保に一定の時間を要することが
見込まれることから、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：メガソーラー所沢保守委託料
　・期　間：令和7年度まで
　・限度額：5,297千円

　羽生市や千葉県香取市において、同様の事業を実施している。

事業名 再生可能エネルギー普及推進事業

事業費総額

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

-
 
3
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　

　神奈川県小田原市や高知県高知市において、同様の事業を実施している。
歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

計 11,500

11,500

計 11,500

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 74 省エネ機器導入補助金

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
地域脱炭素移行・再エネ推
進交付金

11,500

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

本事業は、所沢市脱炭素社会を実現するための条例及び所沢市マチごとエコ
タウン推進計画に基づき、市内事業者におけるエネルギーの効率的な利用を推
進するため、環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事
業）を活用し、事業者の高効率空調機器及び高効率照明機器の導入に対する費
用の一部を補助するものである。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・対 象 者：所沢市内で事業の用に供する省エネ機器を設置する者
　・補助対象：①高効率空調機器
　　　　　　　　既設機器の更新であること（新規導入は対象外）、機器の更
　　　　　　　新により二酸化炭素削減効果が30％以上得られるもの
　　　　　　　②高効率照明機器
　　　　　　　　調光制御機能（タイマー制御、光度センサー制御、人感セン
　　　　　　　サー制御のいずれか）を有するLED照明であること
　・補 助 率：補助対象経費の1/2
　・補助金額：1事業者当たり上限300万円
　　　　　　　（補助対象経費20万円未満は補助対象外）

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

歳
　
入

基
本
方
針

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタウン推進計画、二酸化炭
素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（国）

地球温暖化緩和策の推進
コード 411

１１,５００ 千円

節 低炭素社会

事業名 事業者向け省エネ機器導入補助事業（重点対策加速化事業）

事業費総額

3 説明 環境総務費

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1

-
 
3
8
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　農業振興課

6 1 3 説明 園芸特産物振興費

事業名 茶・地域特産物振興総合対策事業

事業費総額 ５０４ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

基
本
方
針

農業の生産基盤・経営基盤
の強化コード 523

根拠法令等
茶・地域特産物振興総合対策事業実施要領（県）、茶・地域特産
物振興総合対策事業費補助金交付要綱（県）

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
茶・地域特産物振興総合対
策事業費補助金

504

504

本事業は、県の茶・地域特産物振興総合対策事業実施要領に基づき、品質の
高い特産物を安定的に生産するための条件整備を行う取組に対し、事業実施主
体へその費用を補助するものである。

本年5月に、県より茶・地域特産物振興総合対策事業に係る要望調査があり、
茶生産者へ周知を行ったところ、3軒の茶生産者からなる団体より高品質・省力
化機械施設整備に対する補助の要望があったことから、本事業を実施する。
（県補助：補助率10/10)

【補助概要】
　・対 　 象：農業者の組織する団体
　・補助内容：高品質化及び省力化による生産性向上を図るために導入する機
　　　　　　　械施設の整備費用のうち3/10以内を補助

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 79
茶・地域特産物振興総合対策事業費
補助金

504

計 504
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

県内では、令和4年度、令和5年度に狭山市において同様の事業を実施してい
る。 歳入

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
3
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内では、さいたま市、狭山市、鴻巣市、越谷市等においても、市営駐車場へ
の指定管理者制度を導入している。

歳入 6,978 8,374 8,374
歳出 9,745 11,671 11,961 

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

所沢市寿町駐車場は、道路交通の円滑化を図り市民の利便に供することによ
り、市民生活の安全を確保し商工業振興に資することを目的として設置した施
設である。

平成21年度から指定管理者制度を導入しているが、令和6年9月30日をもって
現指定管理者の指定期間が満了し、東川護岸整備工事終了後の令和7年6月1日か
ら令和12年3月31日を指定期間とする指定管理者による管理運営を行うため、債
務負担行為を設定するものである。
　
【指定管理業務の概要】
　・対象施設：所沢市寿町駐車場
　・駐車台数：40台
　・主な内容：駐車場管理業務、駐車料金集計等業務、駐車場保守点検業務、
　　　　　　　清掃業務、商業振興に資する業務

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市寿町駐車場）
　・期　間：令和7年度から令和11年度まで
　・限度額：58,020千円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

観光・にぎわ
い

基
本
方
針

にぎわい拠点の創出・活性
化コード 531

根拠法令等
所沢市寿町駐車場条例、所沢市公の施設の指定管理者の指定の手
続等に関する条例

事業名 指定管理者の指定事業（市営駐車場管理事業の一環・寿町駐車場）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　商業観光課

7 1 2 説明 商業振興費

-
 
4
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

愛知県春日井市：工業振興共同事業助成金

本事業は、市内の中小企業等協同組合が、経営の合理化及び近代化並びに共
同意識の高揚を促進させるため相互扶助の精神に基づき協同して事業を行う場
合において、施設の設置及び協同組合の運営に要する経費に対し、補助金を交
付するものである。

この度、物価及び燃料費高騰の影響を受け、補助対象経費が増額したことに
より予算額の不足が見込まれることから、不足分について増額するものであ
る。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・補助対象：所沢三ケ島工業団地協同組合
　・対象事業：工業団地従業員の通勤用共同バスの運行事業
　・補 助 率：補助金額300万円を限度とし、事業費の1/3以内

  年度末見込額　　　　2,764,800円
　当初予算額　　－）　2,304,000円
　　　　　　　　　　　　460,800円

　補正額　　　　　　　　461,000円

章
魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
コード 521

根拠法令等

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　産業振興課

7 1 2 説明 工業振興費

事業名
中小企業等協同組合相互扶助補助事業 (所沢三ケ島工業団地協同組合
共同バス運行事業追加分)

事業費総額 ４６１ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金

400

産業競争力・
成長力

基
本
方
針

地域を牽引する事業者等へ
の支援

なし

所沢市中小企業等協同組合相互扶助事業補助金交付要綱、物価高
騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
400計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 73
所沢市中小企業等協同組合相互扶助
事業補助金

461

計 461
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
1
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 2,483
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内では、川越市、入間市等において同様に地域の白地図を授業に活用して
いる。

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

16 91 所沢市白地図著作権購入費 △18 歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 72 白地図作成委託料 2,501

小学校3、4年生及び中学校の社会科では、身近な地域や市町村、都道府県の
様子について、地域の実態に即して作成された白地図を有効に活用すること
で、知識及び技能、思考力・判断力・表現力を児童生徒に身に付けさせるため
の学習を行っている。

この度、これまで購入していた白地図の作成元が販売を終了することが判明
したことから、令和7年度に使用する白地図について、作成及び印刷を委託する
ものである。

なお、本補正に伴い、16節91細節 所沢市白地図著作権購入費18千円が不要と
なったことから、減額するものである。

【作成部数】
　・小学生用  2,800部
　・中学生用　2,800部

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

学習環境の整備
コード 256

根拠法令等 ―

事業名 白地図作成委託事業（社会科副読本等作成委託事業の一環）
なし

事業費総額 ２,４８３ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 学校教育部　教育センター

10 1 5 説明 教育センター費

-
 
4
2
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内では、久喜市、鴻巣市において同様の事業を実施している。

歳出
歳入

計 106,214
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

106,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 72 学校給食費補助金 106,214

本事業は、経済及び物価情勢等により学校給食食材費が高騰する中、児童生
徒に栄養バランスや量を保った学校給食を提供するため、食材費の上昇分を補
助するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・内　容：食材費上昇分を補助
　・補助額：小学校： 69,860,632円
　　　　　　中学校： 36,352,832円
　　　　　　　計　　106,213,464円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金

106,000

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成
コード 254

根拠法令等 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱（国）

事業名 小中学校給食食材費補助事業
なし

事業費総額 １０６,２１４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食運営費

-
 
4
3
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

国民健康保険財政調整基金積立

計 428,370

428,370

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

24 31

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 所沢市国民健康保険財政調整基金条例

国民健康保険事業の健全な運営に資するため、所沢市国民健康保険財政調整
基金を設けているが、この度、令和5年度決算の確定に伴い、収支差額を国民健
康保険財政調整基金に積み立てるものである。
　
【積立金積算内訳】
　令和5年度国民健康保険特別会計繰越金　　　　　　　428,370,185円
　当初予算額　　　                      －）　　　　　　 1,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　428,369,185円

　国民健康保険財政調整基金積立金（千円未満切上げ） 428,370,000円

事業名 国民健康保険財政調整基金積立金
なし

事業費総額 ４２８,３７０ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

　県内の他の自治体においても、財政状況等に応じた処理を行っている。

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

6 1 1 説明 国民健康保険財政調整基金積立金

-
 
4
4
 
-



款 項 目 01 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
他の自治体においても、同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

【歳出予算補正額】

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

千円

コード

根拠法令等 介護保険法

事業費総額 １,２１１

144
章 高齢者福祉

総合計画の体系

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

基
本
方
針

1 2 説明 認定調査等費

事業名 介護保険訪問調査事業

3

科 目 名 称

人と人との絆
を紡ぐまち

歳
　
入

款

節
介護保険制度の安定的な運
営

予算額(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳出

会計年度任用職員社会保険料

款 名 称

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

21 会計年度任用職員報酬

8 21 費用弁償（会計年度任用職員分）

4 21

計

歳入

計

9871

令和9年度(千円)

1,211

45

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

179

令和8年度(千円)

本事業は、介護サービスの利用に必要となる要介護（要支援）認定のため、
調査員が対象者の自宅等を訪問し、心身の状態などについて調査を行うもので
ある。

高齢化による介護需要の高まりに伴い、要介護（要支援）認定の新規、変更
申請は増加傾向にあるため、本申請に対する調査を担う介護認定調査員を増員
するものである。

なお、本補正に当たっては、12節51細節介護保険訪問調査委託料の減額によ
り対応する。

【実施概要】
　・介護認定調査員の増員：1名（現行14名）

（款）1  （項）3  （目）2   (単位：千円）
      節 細　節 補正額 計
1 報酬 21会計年度任用職員報酬 37,409 987 38,396

予算現額

△1,211 67,64912委託料

4 共済費

令和7年度(千円)

21会計年度任用職員社会
保険料 8,191 179 8,370

1,057

　　　　　　　合　計 115,472 0 115,472

8 旅費
21費用弁償（会計年度任
用職員分） 1,012 45

51介護保険訪問調査委託
料 68,860

-
 
4
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、保険給付費準備基金を設置し、適切な介護保険財政
運営のために活用している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 508,676
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

24 31 保険給付費準備基金積立 508,676

所沢市介護保険保険給付費準備基金は、保険給付費の財源調整のために設置
されているものである。

令和5年度決算により確定した介護保険特別会計繰越金及び過年度分補助金等
追加交付額から、国・県・社会保険診療報酬支払基金への補助金等返還金及び
一般会計への繰出金を差し引いた金額について、剰余金として保険給付費準備
基金へ積立てを行う。

【積立金積算内訳】
　令和5年度介護保険特別会計繰越金　　　　　　1,613,648,960円
　過年度分補助金等追加交付額　　　　　　　　　  33,762,071円
　補助金等返還金　　　　　　　　　　　　－）　 785,408,428円
　一般会計繰出金　　　　　　　　　　　　－）　 353,327,287円
　剰　余　金　　　　　　　　　　　　　  　　　 508,675,316円

　保険給付費準備基金積立金（千円未満切上げ）　 508,676,000円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法、所沢市介護保険保険給付費準備基金条例

事業名 保険給付費準備基金積立金

事業費総額 ５０８,６７６ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

4 1 1 説明 保険給付費準備基金積立金

-
 
4
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

5 1 2 説明 補助金等返還金

事業名 補助金等返還金

事業費総額 ７８５,４１３ 千円

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

予算額(千円)

144

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

根拠法令等 介護保険法
計

高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

414,413

22 64
過年度分地域支援事業国庫交付金
（総合事業分）返還金

2,350

22 65
過年度分地域支援事業国庫交付金
（包括支援・任意事業分）返還金

7,752

過年度分地域支援事業県交付金（総
合事業分）返還金

1,469

22 66 過年度分災害臨時特例補助金返還金 6

22 68
過年度分地域支援事業支援支払基金
交付金返還金

17,088

過年度分地域支援事業県交付金（包
括支援・任意事業分）返還金

3,876

計 785,413

22 69 過年度分介護給付費県負担金返還金 338,459

22 70

　県内の他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じ
て返還を行っている。

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)
歳入

介護保険財政の公費負担分である国・県からの補助金・負担金・交付金、第2
号被保険者負担相当分である社会保険診療報酬支払基金からの交付金につい
て、令和5年度決算に基づき精算を行い、所要額を超過した金額を返還するもの
である。

【返還額内訳】
　・介護給付費
　　　国庫負担金　　                         　　　414,412,201円
　　　県負担金　　                          　　　 338,458,556円
　・地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業分）
　　　国庫交付金　　                                 2,349,307円
　　　県交付金　　                                   1,468,317円
　・地域支援事業（包括的支援・任意事業分）
　　　国庫交付金　　                                 7,751,187円
　　　県交付金　　                                   3,875,593円
　・地域支援事業支援
　　　支払基金交付金　　                            17,087,267円
　・災害臨時特例補助金
　　　国庫補助金　　                                     6,000円
　合　　計　　                                     785,408,428円

　補助金等返還金（細節ごと千円未満切上げ）　　　　 785,413,000円

22 62
過年度分介護給付費国庫負担金返還
金

歳出

22 71

-
 
4
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、前年度決算に基づき一般会計からの繰入金の精算を
行い、必要に応じて一般会計へ繰出しを行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 353,328
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27 31 一般会計へ繰出 353,328

介護保険財政の公費負担分のうち市の法定負担分である一般会計からの繰入
金について、令和5年度決算に基づき精算を行い、所要額を超過した金額を一般
会計への繰出しにより返還するものである。

【繰出金積算内訳】
　介護給付費分　　　　　　                         289,565,676円
　地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業分）　25,040,610円
　地域支援事業（包括的支援・任意事業分）　　　　　   3,875,594円
　事務費分　　　　　　　　　　                      34,845,407円
　低所得者保険料軽減分　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　0円
　合　　計　　　　　　　                           353,327,287円

　一般会計へ繰出（千円未満切上げ）　　　　　　　　 353,328,000円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法

事業名 一般会計繰出金

事業費総額 ３５３,３２８ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

5 2 1 説明 一般会計繰出金

-
 
4
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内の他の自治体においても、同様の処理をしている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 11,176
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 43 保険料納付金 11,176

令和5年度の出納整理期間中に市が収納した後期高齢者医療の保険料は、令和
6年度保険料納付金として埼玉県後期高齢者医療広域連合へ納付する。

このため、当該保険料収納分を令和6年度保険料納付金として増額するもので
ある。

・令和5年度出納整理期間中の収納額　11,175,400円
計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実
コード 345

根拠法令等
高齢者の医療の確保に関する法律、埼玉県後期高齢者医療広域連合後期
高齢者医療に関する条例、埼玉県後期高齢者医療広域連合規約

事業名 保険料納付金
なし

事業費総額 １１,１７６ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

後期高齢会計 健康推進部　国民健康保険課

2 1 1 説明 後期高齢者医療広域連合納付金

-
 
4
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

後期高齢会計 健康推進部　国民健康保険課

3 2 1 説明 一般会計繰出金

事業名 一般会計繰出金
なし

事業費総額 ３,４７７ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実
コード 345

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

令和5年度決算の確定に伴い、後期高齢者医療特別会計の収支残額について、
一般会計へ繰り出すものである。

令和5年度歳入決算額                                  5,475,884,095円
令和5年度歳出決算額　　　　　　　　　　　　　  －)   5,461,232,124円
前年度繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 14,651,971円

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27 31 一般会計へ繰出 3,477
前年度繰越金                    　　　　　　　　　　    14,651,971円
保険料納付金（令和5年度出納整理期間中収納分）  －)    　11,175,400円
一般会計繰出金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    3,476,571円

一般会計へ繰出（千円未満切上げ）　　　　　　　　         3,477,000円

計 3,477
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)　他の自治体においても、前年度決算に基づき一般会計からの繰入金の精算を
行い、必要に応じて一般会計へ繰出しを行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
5
0
 
-



（単位：千円）

産業振興課
中小企業等協同組合相互扶助補助事業
（所沢三ケ島工業団地協同組合共同バス運行事業追加分）

工業振興費 461 400

保健給食課 小中学校給食食材費補助事業 学校給食運営費 106,214 106,000

合計 106,675 106,400

令和６年度　地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金

-
 
5
1
 
-


